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以下の項目について、記入してください。なお、任意の書式でも構いません。
ただし、「第1 施設の管理運営の基本方針」から始まる各項目をもれなく記入するとともに、順番はこの様式と合わせてください。

伊予市なかやま野外音楽広場指定管理共同事業体協定書
[ 甲の団体名 ]（以下「甲」という。）と [ 乙の団体名 ]（以下「乙」という。）は、伊予市（以下「市」という。）が選定する伊予市なかやま交流促進センター指定管理業務 （以下「本業務」という。）を実施する指定管理者として、共同連帯して業務を遂行するため、次のとおり共同事業体協定（以下「本協定」という。）を締結する。
（目的）
第1条　当共同事業体は、本業務を共同連帯して営むことを目的とする。
（名称）
第2条　当共同事業体は、[　　　　　　]共同事業体（以下「当事業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第3条　当事業体の事務所は、[ 代表団体の住所 ]に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第4条　当事業体は、　　年　月　日に成立し、本業務の指定管理期間（指定の取消し等による終了を含む。）が満了し、当事業体の精算が完全に完了するまで存続する。
（構成員の住所及び名称）
第5条　当事業体の構成員は、次のとおりとする。
　（甲）　住　所：
　　　　　名　称：
　　　　　代表者：
　（乙）　住　所：
　　　　　名　称：
　　　　　代表者：
（代表者の名称）
第6条　当事業体の代表者は、[ 甲の名称 ]とする。
（代表者の権限）
第7条　当事業体の代表者は、本業務の履行に関し、当事業体を代表して市及び第三者と折衝する権限、指定管理料の請求及び受領の権限、並びに当事業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
２　構成員は、事業計画書、業務報告書等の提出に関する権限を代表者に委任する。
（業務及び経費の分担割合）
第8条　構成員の業務の出資比率（経費及び損益の分担割合）は、次のとおりとする。ただし、本業務の内容変更等により、市と協議の上、これを変更することができる。
　　　甲： [　　] ％
　　　乙： [　　] ％
２　前項の比率に基づく具体的な業務の役割分担は、別途作成する「業務分担表」によるものとし、これを市に提出しなければならない。
（運営委員会）
第9条　当事業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、本業務の遂行に関する基本的事項、資金管理、損益の配分その他必要事項を協議し、決定する。
（構成員の連帯責任）
第10条　各構成員は、本業務の履行及び本協定に伴う債務の負担に関し、市に対して連帯して責任を負うものとする。
２　構成員がその責めに帰すべき事由により、市又は第三者に損害を与えた場合は、原則として当該構成員がその責めを負うものとするが、これにより市が被った損害については、他の構成員も連帯して賠償の責めを負う。
（取引金融機関）
第11条　当事業体の取引金融機関は、[ 金融機関名 ]とし、代表者の名義により専用の預金口座を設け、金銭の収納及び支払を行うものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第12条　本協定に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。
（途中脱退の措置）
第13条　構成員は、市及び構成員全員の承認がなければ、当事業体から脱退することができない。
２　構成員のうち、破産、解散その他の事由により業務遂行能力を欠くなど、本業務を継続することが困難な者が生じた場合、残存構成員が連帯してその業務を完遂する義務を負うものとする。
（解散後の契約不適合責任等）
第14条　当事業体が解散した後においても、本業務につき契約不適合（瑕疵）があったとき、又は指定期間中の事象に起因する損害賠償請求等があったときは、各構成員は連帯してその責めを負うものとする。
（協定外事項）
第15条　本協定に定めのない事項については、運営委員会において協議し、決定するものとする。

本協定の締結を証するため、本書〇通を作成し、各構成員が記名押印の上、各自1通を保有し、1通を市に提出する。
年　　月　　日　　　
（甲）　住　所
　　　　名　称　
　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　印
（乙）　住　所
　　　　名　称
　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　印
（※ 構成員が3者以上の場合は適宜追加すること。）

